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株主各位

証券コード　7522
（電子提供措置の開始日）2025年６月７日

（発送日）2025年６月９日
株 主 各 位

東京都大田区羽田一丁目１番３号
ワ タ ミ 株 式 会 社
代 表 取 締 役
会 長 兼 社 長 C E O 渡 邉 美 樹

【当社ウェブサイト】
https://www.watami.co.jp/
当社ウェブサイト内の「株主・投資家情報」「株主総会」をクリックし、ご覧ください。

【株主総会資料掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/7522/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

株主総会の詳細につきましては、「第39期定時株主総会開催のお知らせ」
「定時株主総会申し込みハガキ」もお目通しいただきますようお願い申しあげます。

第39期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社は、６月29日（日）第39期定時株主総会を下記のとおり開催いた
しますので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、インターネット又は書面（郵送）により議
決権を行使することができます。お手数ながら株主総会参考書類をご検討のう
え、「議決権行使についてのご案内」にしたがって、2025年６月27日（金）午
後6時までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬具
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について
電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに掲載しております。
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株主各位

記
１．日 時 2025年６月29日（日曜日）午前10時（９時15分受付開始予定）
２．場 所 神奈川県横浜市西区みなとみらい一丁目１番２号

パシフィコ横浜ノース　１階　多目的ホール
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第39期（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第39期（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日)
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

以上
◎議決権行使の方法につきましては、３ページをご参照ください。
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申しあげます。
◎書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表

示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いいたします。
◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載し

た書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令
及び当社定款の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

① 事業報告の株式の状況
② 事業報告の新株予約権等の状況
③ 事業報告の業務の適正を確保するための体制整備に関する基本方針及び当該体制の運

用状況
④ 事業報告の会社の支配に関する基本方針
⑤ 事業報告の特定完全子会社に関する事項
⑥ 事業報告の親会社等との間の取引に関する事項
⑦ 連結計算書類の連結株主資本等変動計算書
⑧ 連結計算書類の連結注記表
⑨ 計算書類の貸借対照表
⑩ 計算書類の損益計算書
⑪ 計算書類の株主資本等変動計算書
⑫ 計算書類の個別注記表
⑬ 計算書類に係る会計監査報告

　したがって、監査等委員会及び会計監査人は上記事項を含む監査対象書類を監査しておりま
す。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記の電子提供措置をとっている各ウェブサイトに
修正した旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内

書面（郵送）で議決権を行使される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼ら
ずにご投函ください。

行使期限
　

2025年６月27日(金曜日)午後６時到着分まで

インターネットで議決権を行使される場合

パ ソ コ ン 、 ス マ ー ト フ ォ ン か ら 議 決 権 行 使 ウ ェ ブ サ イ ト
(https://www.web54.net)にアクセスし、議決権行使書用紙に記
載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いただ
き、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。

行使期限
　

2025年６月27日(金曜日)午後６時まで

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。(ご捺印は不要で
す。)

日 時
　

2025年６月29日(日曜日)午前10時

場 所
　

神奈川県横浜市西区みなとみらい一丁目１番２号
パシフィコ横浜ノース
１階　多目的ホール
(末尾の「第39期定時株主総会　会場ご案内図」をご参
照ください。)

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

書面（郵送）とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、イン
ターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、イ
ンターネットによって複数回数議決権を行使された場合は、最後に行われたもの
を有効な議決権行使としてお取扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内
１. 議決権行使ウェブサイトについて
インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンから、当社の指定する
議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）をご利用いただくことによって
のみ可能です。

２. 議決権行使のお取扱いについて
①議決権の行使期限は、2025年６月27日(金曜日)午後６時までとなっておりますの

で、お早めの行使をお願いいたします。
②議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金(接

続料金等)は、株主様のご負担となります。

３. パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて
①パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認するための

重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。
②パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行

をご希望の場合は、画面の案内にしたがってお手続きください。
③議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

４. システムに係わる条件について
パソコン又はスマートフォン端末の機種やご加入のサービス等、インターネットのご利
用環境によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用いただけない場合があります。詳
細につきましては、下記の三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤルに
お問い合わせください。

システム等に関する
お問い合わせ

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
［電話］　0120 (652) 031（受付時間　９：00～21：00）
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当事業年度の事業の状況

（ 自 2024年 ４ 月１日 ）至 2025年 ３ 月31日

事　業　報　告

１. 企業集団の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
当連結会計年度における、わが国経済は、経済活動や消費行動がコロナ

禍以前へ回復するとともに、賃上げの動きの広がり等、雇用・所得環境の
改善が進み、個人消費は回復基調で推移いたしました。

為替変動等につきましては、米国における政策金利の引き下げ、日本国
内における物価上昇圧力に対する政策金利の上昇等により、日米金利差は
縮小傾向にありますが、イスラエル・パレスチナ情勢、ロシア・ウクライ
ナ情勢などの地政学的リスク等による影響が引き続き見られるとともに、
エネルギーや原材料価格は依然として高い水準で推移しております。
　当社グループはこのような環境下においても「地球上で一番たくさんの
ありがとうを集めるグループになろう」というグループスローガンのも
と、各事業分野において、お客様のありがとうを集める活動を展開してま
いりました。
　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（国内外食事業）
　国内外食事業におきましては、2024年10月に、日本サブウェイ合同会
社（2024年12月20日付でWATAMI FAST CASUAL MANAGEMENT
合同会社に商号変更、2025年４月3日付でWATAMI FAST CASUAL 
MANAGEMENT合同会社から株式会社に組織変更）の持分を取得し、同
社を子会社化するとともに、Subway International B.V.とマスターフラ
ンチャイズ契約を締結いたしました。これに伴い、FC186店舗を引き継
ぐとともに、FC店舗含め11店舗の新規出店、33店舗の撤退を行った結
果、当連結会計年度末の店舗数は492店舗となりました。飲食業界におけ
る経済活動は、コロナ禍以前の状態まで回復しており、売上高は34,392
百万円（前期比107.3％）、セグメント利益は1,610百万円（前期比
123.2％）の増収増益となりました。
　今後、日本国内において、SUBWAY事業の直営店舗及びFC店舗を展
開し、様々な業態（居酒屋業態、焼肉業態、テイクアウト・デリバリー業
態、ハレの場を提供する業態等）とともにお客様の多様なニーズにさらに
対応することで、外食事業の拡大を図ってまいります。
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当事業年度の事業の状況

（宅食事業）
　宅食事業におきましては、当連結会計年度末の営業拠点数は508ヶ所と
なりました。調理済み商品の累計お届け数は57,835千食（前期比
94.5％）となっております。調理済み商品のお届け数が前年を下回りまし
たが、単価増、生産性向上の影響により、売上高は40,229百万円（前期
比100.4％）、セグメント利益は4,724百万円（前期比116.3％）の増収増
益となりました。

（海外事業）
　海外事業におきましては、16店舗の新規出店と2店舗の撤退を行い、当
連結会計年度末の店舗数は70店舗となりました。
　香港の生産性向上による販管費減少、為替変動の影響及び2024年２月
にシンガポールのLeader FoodグループのM&Aを行い、2024年４月に
は米国のSONNY SUSHI COMPANYから事業を譲り受けたことにより
売上高、営業利益とも増加しております。その結果、海外事業における売
上高は10,873百万円（前期比157.8％）、セグメント利益は137百万円
（前期は168百万円の損失）の増収増益となりました。

（環境事業）
　環境事業におきましては、電力小売事業を中心に展開しております。
仕入単価の増加により減益となりました。その結果、売上高は2,379百万
円（前期比95.7％）、セグメント利益は194百万円（前期比35.2%）とな
りました。

（農業）
　農業におきましては、有機農産物の生産販売、酪農畜産、乳製品の販売
を行っております。売上高は601百万円（前期比105.4％）、セグメント損
失は150百万円（前期は143百万円の損失）となりました。

　当連結会計年度における当社グループの成果は、国内外食事業における
コロナ禍からの回復、インフレ環境等に対応した生産性向上への取り組み
等により、売上高は、88,713百万円（前期比107.8％）となり、営業利益
は4,568百万円（前期比121.7％）、経常利益は5,246百万円（前期比
87.8％）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,522百万円（前期比
84.1％）となりました。
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当事業年度の事業の状況

区 分 実 績 前 期 比

売 上 高 88,713 107.8％
営 業 利 益 4,568 121.7%
経 常 利 益 5,246 87.8%
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,522 84.1%

名 称 店 名

鳥 メ ロ
１ 店 舗 日 立 駅 前 店

か ら 揚 げ の 天 才
１ 店 舗 梅 屋 敷 店

S U B W A Y
1 1 店 舗

ザ ・ ス ク エ ア
聖 蹟 桜 ヶ 丘 店

ア ル プ ラ ザ
草 津 店

名 古 屋
グ ロ ー バ ル ゲ ー ト 店

イ オ ン モ ー ル
堺 鉄 炮 町 店 荻 窪 南 口 店 ユ ア エ ル ム

八 千 代 台 店

プ ラ イ ム ツ リ ー
赤 池 店

紙 屋 町
シ ャ レ オ 店 大 鳥 居 駅 前 店

マ リ エ
富 山 店 柏 ス カ イ プ ラ ザ 店

そ の 他 業 態
３ 店 舗

築 地 牛 武
練 馬 店

銀 政
矢 口 渡 店

銀 政
梅 屋 敷 店

《2025年３月期連結実績》　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

② 設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資総額は、2,410百万円（店舗賃借に係る保証

金453百万円を含む。）であり、主として業態転換及び下記店舗の出店に
よるものであります。

■国内外食事業
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当事業年度の事業の状況

名 称 店 名

和 民
3 店 舗

B a c o l o d 店
（ フ ィ リ ピ ン ）

F a i r v i e w 店
（ フ ィ リ ピ ン ）

A y a l a  M a l l 店
（ フ ィ リ ピ ン ）

響 和 民
１ 店 舗

G a l a x y  M a c a u 店
（ マ カ オ ）

和 民 手 作 厨 房
２ 店 舗

内 湖 瑞 光 店
（ 台 湾 ）

手 作 桂 林 店
（ 台 湾 ）

鳥 メ ロ
1 0 店 舗

マ チ ョ ン 店
（ 韓 国 ）

チ ャ ン ギ 店
（ 韓 国 ）

ソ ン ナ ム 店
（ 韓 国 ）

チ ョ ナ ン 店
（ 韓 国 ）

ボ ジ ョ ン 店
（ 韓 国 ）

チ ョ ン ホ 店
（ 韓 国 ）

チャンウォンサンナム店
（ 韓 国 ）

ヨ ン シ ン ネ 店
（ 韓 国 ）

南 湖 時 代 店
（ 中 国 ）

環 宇 薈 店
（ 中 国 ）

■海外事業

③ 資金調達の状況
当連結会計年度中に、グループの所要資金として、金融機関より長期借

入金として合計8,620百万円の調達を実施しました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
当社は、Watami US Corp及びWatami US Nevada LLCを設立し、

2024年４月８日付でSONNY SUSHI COMPANYとWatami US Corp
を通じてASSET PURCHASE AGREEMENT（資産売買契約）の締結及
びWatami US Nevada LLC を 通 じ てPURCHASE AND SALE 
AGREEMENTを締結しました。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継
の状況

該当事項はありません。

－ 8 －



2025/05/28 16:30:36 / 25236047_ワタミ株式会社_招集通知_電子提供措置用

当事業年度の事業の状況

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社は、2024年10月25日付で日本サブウェイ合同会社(現 WATAMI 

FAST CASUAL MANAGEMENT株式会社（2024年12月20日付で日本
サブウェイ合同会社より商号変更、2025年４月3日付でWATAMI FAST 
CASUAL MANAGEMENT合同会社から株式会社に組織変更）の持分を
取得し、連結子会社といたしました。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な子会社の状況

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況 （単位：百万円）

区 分 第 36 期
(2022年３月期)

第 37 期
(2023年３月期)

第 38 期
(2024年３月期)

第 39 期
(2025年３月期)

売 上 高 64,362 77,922 82,302 88,713

経 常 利 益 2,665 3,883 ５,974 5,246
親会社株主に帰属する当期純利
益又は親会社株主に帰属する当
期 純 損 失 ( △ )

△1,844 1,674 4,190 3,522

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１株当たり当期純損失(△)(円) △45円49銭 41円27銭 92円67銭 75円90銭

総 資 産 52,223 57,050 64,152 71,491

純 資 産 14,633 17,807 22,166 27,134

１株当たり純資産額(円) 51円37銭 129円40銭 234円73銭 357円28銭

⑶ 重要な子会社の状況 （単位：百万円／％）
会 社 名 資本金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

和 民 國 際 有 限 公 司 13,364 100.0 海外の外食事業におけるフランチャイズ事業の展開、海
外現地法人の管理及び海外エリア進出の戦略立案・実行

㈲ ワ タ ミ フ ァ ー ム 3 38.3 農産物の生産・販売、農産加工品の製造・販売及
びワタミ㈱に対する農産物の納入

ワ タ ミ エ ナ ジ ー ㈱ 194 100.0 電力小売事業、風力発電事業、環境マネジメント
事業

－ 10 －



2025/05/28 16:30:36 / 25236047_ワタミ株式会社_招集通知_電子提供措置用

対処すべき課題

⑷ 対処すべき課題
　当連結会計年度における、わが国経済は、経済活動や消費行動がコロナ禍以前
へ回復するとともに、賃上げの動きの広がり等、雇用・所得環境の改善が進み、
個人消費は回復基調で推移いたしました。

為替変動等につきましては、米国における政策金利の引き下げ、日本国内にお
ける物価上昇圧力に対する政策金利の上昇等により、日米金利差は縮小傾向にあ
りますが、イスラエル・パレスチナ情勢、ロシア・ウクライナ情勢などの地政学
的リスク等による影響が引き続き見られるとともに、エネルギーや原材料価格は
依然として高い水準で推移しております。
　このような環境のもと、当社グループは当連結会計年度においては、営業利益
は、対前年を上回る利益を計上しておりますが、経常利益につきましては、為替
の影響により、対前年比減益、親会社株主に帰属する当期純利益については、為
替及び法人税等調整額の影響により対前年比減益となっております。飲食業界に
おける経済活動はコロナ禍以前の水準まで回復しております。一方、急速な回復
による需給関係の一時的な逼迫による物価高や賃金上昇圧力の高まりなどの新た
な環境の変化に対応する必要があります。
　このような状況の中2024年10月には、日本サブウェイ合同会社（2024年12
月20日付でWATAMI FAST CASUAL MANAGEMENT合同会社に商号変
更、2025年４月3日付でWATAMI FAST CASUAL MANAGEMENT合同会
社から株式会社に組織変更）の持分を取得し、同社を子会社化するとともに、
Subway International B.V.とマスターフランチャイズ契約を締結いたしまし
た。今後、日本国内において、SUBWAY事業の直営店舗及びFC店舗を展開
し、様々な業態（居酒屋業態、焼肉業態、テイクアウト・デリバリー業態、ハレ
の場を提供する業態等）とともにお客様の多様なニーズにさらに対応すること
で、外食事業の拡大を図ってまいります。
　また、宅食事業は、これからの少子高齢化や多様な働き方によって高まる在宅
需要に対応するため、冷凍総菜宅配サービスの拡大及びインフレ環境における低
価格商品の販売など、利用者ニーズに応じた継続的な成長基盤の整備が必要であ
ると考えております。
　これら外食事業及び宅食事業の仕組みを支える商品開発・仕入・物流・製造な
どのMD体制につきましては、継続的な見直し及び改善を行い、他社との差別化
並びに収益構造の改革に取り組み、リスクに対応した業態ポートフォリオの構築
を進めてまいります。
　財務面では、2021年度においてDBJ飲食・宿泊支援ファンド投資事業有限責
任組合との間で株式投資契約書及び総株引受契約書を締結し、12,000百万円の
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対処すべき課題

優先株式を発行して手元流動性を高めるとともに、調達した資金を成長戦略へ投
資することにより、厳しい環境下においても確実な成長と業績の更なる向上に取
り組んでまいります。
　主要な事業等の課題につきましては、以下のとおりであります。

① 国内外食事業
　当社グループが主に展開する居酒屋事業は、マーケットの縮小傾向が続い
ており、お客様ニーズの多様化など厳しい事業環境にあります。加えて、お
客様の飲食スタイルが大きく変化しており、店内飲食だけではなく、テイク
アウト・デリバリーなど多様な利用ニーズに対応することが重要であると考
えており、高い商品力と生産性を武器とし、外食事業の拡大に向けた収益源
の多様化を図るとともに、今まで以上に高い付加価値を提供していくこと
で、顧客満足度の向上に努めてまいります。

② 宅食事業
　宅食事業は、高齢化社会の進展とともにマーケットが拡大している一方、
新規参入業者の増加など競争環境が激化しております。商品力の強化、エリ
ア戦略の見直し、法人営業の強化とともに、尼崎市に建設した冷凍食品工場
を梃子として、冷凍宅配事業の更なる展開や高品質で低価格の商品の提供を
行うことにより、新規顧客の獲得による市場開拓、シェア拡大を図ってまい
ります。あわせて、製造工場における省人化投資を進めるなど、生産性のよ
り一層の向上を図ってまいります。

③ 海外事業
　海外事業は、日本食マーケットが拡大している一方、ニーズの多様化によ
り競争環境も激化しております。加えて、お客様の飲食スタイルの変化、現
在出店する商業施設のオーナー様のテナント入替ニーズにも的確に対応する
ため、日本の国内外食事業と商品開発体制などの連携を強化しながら、新業
態の開発と出店を進めてまいります。また、競合店出店による集客力の低
下、不動産施設費の高騰、人件費の上昇など収益環境が短期間で悪化する事
例も散見されることから、戦略的なスクラップアンドビルドとあわせて、生
産性の高い組織体質の継続的構築を進めてまいります。
また、シンガポールで食肉魚介類の調達、加工、卸売事業を展開している
LEADER FOOD グループのM&Aに続き、2024年4月には、米国のネバダ
州で寿司の加工、卸売事業を展開しているSONNY SUSHI COMPANYか
ら同事業を譲受けました。
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対処すべき課題

　シンガポールで調達、加工、卸売を行う現地法人を活用することで、海外
サプライチェーン、調達力、販売力を強化するとともに、米国においても販
売力の向上を図ります。

④ 人材・教育
　DX推進による生産性向上を図る一方で、依然として人員の確保、教育が
重要な経営課題です。この課題に対し、3年前より副社長自らが全国を巡
り、社員と直接対話を重ねることで現場の課題や声を把握し、改善活動を進
めてまいりました。国内外食事業においては、営業に必要なスキル研修の再
開に加え、ビジネススキルの向上、上司と部下の円滑なコミュニケーショ
ン、ハラスメント対策、情報セキュリティ研修など、幅広いテーマでの教育
を強化し、その結果、従業員満足度（ES）の大幅な向上が見られました。
　2025年度は、全事業において研修体制を一層強化し、継続的な人材育成
に取り組んでまいります。また、2025年度からは採用と教育を一体化した
新たな組織体制を整備し、入社後の目標達成支援や早期離職の防止にもつな
げていきます。加えて、当社グループの成長を支える中核人材の育成に向け
て、教育・研修体制のさらなる強化や、業務効率化を目的とした省人化投資
を進め、従業員が自己実現を図りながら、安心して長く働ける職場づくりを
目指します。今後も、処遇改善や福利厚生の拡充、多様な働き方の推進、多
様な人材を受け入れる柔軟な人事制度の構築を進め、変化する経営環境に柔
軟に対応してまいります。

⑤ 中期経営計画の策定、公表
　当社グループは2019年11月15日中期経営計画を策定、公表しました。
　しかしながら、イスラエル・パレスチナ情勢、ロシア・ウクライナ情勢な
どの地政学的リスク等による影響が引き続き見られるとともに、物価や資源
価格の高騰など、経済環境の不確実性が経営に与える状況が現時点において
もなお続いております。これら事情から、今後、適正かつ合理的な算出が可
能になったタイミングを踏まえ、改めて、新中期経営計画を策定、公表いた
します。
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主要な事業内容、主要な事業所

区 分 事 業 内 容

国 内 外 食 事 業 問屋から飲料類を仕入れ、飲食店の経営並びにフランチャイズ事
業の展開

宅 食 事 業 調理済み商品及び食料品材料セットの製造、販売、宅配

海 外 事 業
海外の外食事業におけるフランチャイズ事業の展開、海外現地法
人の管理及び海外エリア進出の戦略立案・実行、海外各地域にお
ける飲食店の経営、食品加工卸売事業

環 境 事 業 電力小売事業、風力発電事業、環境マネジメント事業

農 業 農産物の生産・販売、農産加工品の製造・販売及び集中仕込みセ
ンターへの農産物の納入

⑸ 主要な事業内容（2025年３月31日現在）

本 社 東京都大田区羽田一丁目１番３号

工 場 東松山センター（埼玉県比企郡滑川町）、他計４ヶ所

和 民 國 際 有 限 公 司 本 社 香港

㈲ ワ タ ミ フ ァ ー ム 本 社 千葉県山武市

ワ タ ミ エ ナ ジ ー ㈱ 本 社 東京都大田区

⑹ 主要な事業所（2025年３月31日現在）
① 当社の主要な事業所

② 主要な子会社の事業所
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主要な事業内容、主要な事業所

業 態 名 地 域 店 舗 数
「 ミ ラ イ ザ カ 」 東 北 6

関 東 39
北 陸 ・ 甲 信 越 3
東 海 5
関 西 12
中 国 ・ 四 国 11
九 州 12
小 計 88

「 鳥 メ ロ 」 東 北 2
関 東 55
北 陸 ・ 甲 信 越 4
東 海 12
関 西 13
中 国 ・ 四 国 10
九 州 5
小 計 101

「 焼 肉 の 和 民 」 関 東 13
東 海 3
関 西 6
小 計 22

「 か み む ら 牧 場 」 関 東 6
東 海 1
関 西 3
九 州 2
小 計 12

「 か ら 揚 げ の 天 才 」 関 東 2
小 計 2

「bb.q OLIVE CHICKEN Cafe」 関 東 11
東 海 2
関 西 3
小 計 16

「 T G I  F R I D A Y S 」 関 東 11
東 海 1
海 外 1
小 計 13

③ 国内外食店舗数の状況
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主要な事業内容、主要な事業所

業 態 名 地 域 店 舗 数
「 S U B W A Y 」 北 海 道 8

東 北 7
関 東 99
北 陸 ・ 甲 信 越 11
東 海 18
関 西 26
中 国 ・ 四 国 9
九 州 17
小 計 195

そ の 他 東 北 1
関 東 26
東 海 4
関 西 8
中 国 ・ 四 国 1
九 州 3
小 計 43

国 内 外 食 合 計 492
　※ＦＣ店含む
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主要な事業内容、主要な事業所

地 域 営 業 拠 点 数
東 北 17
関 東 170
北 陸 ・ 甲 信 越 36
東 海 73
関 西 93
中 国 ・ 四 国 38
九 州 81
宅 食 合 計 508

地 域 店 舗 数
香 港 20
台 湾 9
シ ン ガ ポ ー ル 7
中 国 2
フ ィ リ ピ ン 21
ベ ト ナ ム 1
韓 国 9
マ カ オ 1
海 外 外 食 合 計 70

④ 宅食営業拠点数の状況

⑤ 海外外食店舗数の状況

　※ＦＣ店含む
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

国 内 外 食 事 業 494 （2,302）名 △2 （61）名

宅 食 事 業 522 （970）名 △66 （157）名

海 外 事 業 379 （620）名 15 （47）名

環 境 事 業 11 （0）名 △1 （0）名

農 業 35 （43）名 1 （20）名

そ の 他 173 （89）名 46 （△121）名

総 計 1,614 （4,024）名 △7 （164）名

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,120（3,306）名 △59（243）名 44.2歳 11.56年

⑺ 使用人の状況（2025年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記
載しております。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記
載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 横 浜 銀 行 12,920

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 7,856

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 4,478

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,250

⑻ 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）　　　　（単位：百万円）

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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会社役員の状況

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長
兼 社 長 C E O 渡 邉 美 樹

公 益 財 団 法 人 S c h o o l  A i d  J a p a n  理 事 長
学 校 法 人 郁 文 館 夢 学 園  理 事 長
公益財団法人みんなの夢をかなえる会 理事長
岩 手 県 陸 前 高 田 市 復 興 対 策 参 与
公益財団法人Save Earth Foundation 理事長

取 締 役 副 社 長
C H O 清 水 邦 晃 和 民 國 際 有 限 公 司 取 締 役

有 限 会 社 ワ タ ミ フ ァ ー ム 代 表 取 締 役

取 締 役
常 務 執 行 役 員 渡 邉 将 也

和 民 國 際 有 限 公 司 代 表 取 締 役
和 民 （ 中 國 ） 有 限 公 司 取 締 役
台 灣 和 民 餐 飲 股 份 有 限 公 司 取 締 役
Watami China Food ＆ Beverage Co., Ltd.代表取締役
L E A D E R  F O O D  P T E . L T D . 取 締 役
W a t a m i  U S  C o r p 代 表 取 締 役

取 締 役
（常勤監査等委員） 肥 塚 俊 成 浜 銀 T T 証 券 株 式 会 社 監 査 役

浜 銀 フ ァ イ ナ ン ス 株 式 会 社 監 査 役
取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 中 堤 康 之 福 助 株 式 会 社 社 長 補 佐

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 大 石 美 奈 子

都 立 桐 ヶ 丘 高 等 学 校 家 庭 科 非 常 勤 講 師
N P O 法 人 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ 日 本 フ ォ ー ラ ム 理 事
経 済 産 業 省 調 達 価 格 算 定 委 員 会 委 員
東 京 都 廃 棄 物 審 議 会 委 員
横 浜 市 廃 棄 物 減 量 化 ・ 資 源 化 等 推 進 審 議 会 委 員
公 益 財 団 法 人 自 動 車 リ サ イ ク ル 高 度 化 財 団 評 議 員
リ デ ュ ー ス リ ユ ー ス リ サ イ ク ル 推 進 協 議 会 監 事
国 土 交 通 省 運 輸 審 議 会 委 員
一 般 財 団 法 人 自 転 車 産 業 振 興 協 会 理 事

２. 会社の現況
⑴ 会社役員の状況

① 取締役の状況（2025年３月31日現在）

（注）１. 取締役（常勤監査等委員）肥塚俊成氏、取締役（監査等委員）中堤康之氏及び大石美
奈子氏は、社外取締役であります。

２. 取締役（常勤監査等委員）肥塚俊成氏は､金融機関における企業金融、リスク管理等
の幅広い業務経験やシンクタンク経営者等の経歴があり、経営戦略、リスク管理、財
務・会計等に関する豊富な経験や知見を有しております。

３. 取締役（監査等委員）中堤康之氏は、株式会社ワコール、西川産業株式会社にて取締
役等を歴任しており、会社経営や国際業務に関する豊富な経験や知見を有しておりま
す。

４. 取締役（監査等委員）大石美奈子氏は、日本消費生活アドバイザー・コンサルタン
ト・相談員協会や公的機関における消費者視点の政策企画立案や３R推進等、様々な
社会問題への取り組みを通じて、消費者問題、SDGs、ESGに関する豊富な経験や知
見を有しております。
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氏 名 異 動 前 異 動 後 異 動 年 月 日
渡 邉 将 也 取 締 役  C F O 取 締 役

常 務 執 行 役 員 2024年７月１日

５. 当社は、３名の監査等委員のうち１名が常勤監査等委員に就任しております。常勤監
査等委員を選定している理由は、日常的な情報収集や取締役会以外の重要な会議への
出席、会計監査人及び内部監査部門その他内部統制所管部門と十分な連携を図ること
により、監査等委員会による監査の実効性を高めるためであります。

６. 当事業年度中における取締役の地位、担当及び重要な兼職の異動は次のとおりであり
ます。

７. 当社は、取締役（監査等委員）中堤康之氏及び大石美奈子氏を東京証券取引所の定め
に基づく独立役員として指定し､同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（業務執行取締役を除く。）がその期待される役割を十
分に発揮できるように、定款において取締役との間で、当社への損害賠償
責任を一定の範囲に限定する契約を締結できる旨を定めております。
　これに基づき、各社外取締役は当社との間で会社法第427条第１項の規
定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最
低責任限度額としております。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約
を保険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者は子会社
役員を含む全役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該
保険契約は、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作
為を含む。）に起因して、保険期間中に損害賠償を提起された場合におい
て、被保険者が損害賠償金・争訟費用を負担することによって被る損害を
補填するものです。ただし、犯罪行為や意図的に違法行為を行った場合は
塡補の対象外とすること等により、役員等の職務の執行の適正性が損なわ
れないようにするための措置を講じております。

④ 取締役の報酬等
ア. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定
方針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい
て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針
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と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判
断しております。
　取締役の個人の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです｡
　当社は、取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針とし
て、当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティ
ブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取
締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基
本方針としています。
　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法は、業績及び業務計
画など定量・定性指標に基づく達成度合などを総合的に判断したうえで、
代表取締役が起案し、監査等委員会の同意を得たうえで、取締役会の決議
により株主総会で決議された報酬等の額の範囲内において、決定しており
ます。
　当社の取締役の報酬等は固定報酬（月額基本給）、業績連動報酬（年次
インセンティブ）、非金銭報酬（中長期インセンティブ）で構成し、以下
の算定方針の累積を割合としております。
　固定報酬は、役位職責その他会社の業績等を考慮しながら、総合的に勘
案して報酬額を定め、外部調査機関のデータによる他社水準を参考にし
て、必要に応じて適宜見直しを行います。
　業績連動報酬は、当社グループの着実な収益性の改善を計る指標として
連結営業利益を選定しております。年次インセンティブとして、単年度の
連結営業利益計画の達成度合及び対象取締役の評価に応じて支給水準を決
定しております。
　非金銭報酬は、2019年度より譲渡制限付株式報酬制度を導入いたしま
した。中長期インセンティブとして、役職の別に応じて設定した株式数の
譲渡制限期間を３年から退任時までの期間とし、指定年度の連結営業利益
計画又は当社の取締役会で予め定めた業績目標を達成した場合のみ譲渡制
限を解除します。
　また、報酬等を与える時期又は条件の決定の方針は、固定報酬は月額に
て支給し、業績連動報酬及び非金銭報酬はともに業績指標の確定後にて決
定しております。
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区 分
報酬等
の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)

対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬

左記のうち、
非金銭報酬等

ｽﾄｯｸ
ｵﾌﾟｼｮﾝ

譲渡制限
付株式

取締役（監査等委員
を除く。）
（うち社外取締役）

106
（-）

82
（-）

23
（-）

-
（-）

3
（-）

3名
（-）

取締役(監査等委員)
（うち社外取締役）

16
（16）

16
（16）

-
（-）

-
（-）

-
（-）

3名
（3）

合 計
（うち社外取締役）

123
（16）

99
（16）

23
（-）

-
（-）

3
（-）

6名
（3）

イ. 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 業績連動報酬等にかかる業績指標は、当社グループの着実な収益性の改善を計る指標

として連結営業利益を選定しております。当社の業績連動報酬は、年次インセンティ
ブとして、単年度の連結営業利益計画の達成度合及び対象取締役の評価に応じて支給
水準を決定しております。当事業年度における連結営業利益の実績は4,568百万円で
した。

３. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当の際の条件等は「ア. 役員報酬等の内
容の決定に関する方針等」のとおりであります。なお、非金銭報酬等の内容は、譲渡
制限付株式であり、非金銭報酬等であると同時に、業績連動報酬であります。業績指
標は、連結営業利益を選定しております。役職の別に応じて設定した株式数を譲渡制
限期間を３年から退任時までの期間とし、指定年度の連結営業利益計画又は当社の取
締役会で予め定めた業績目標を達成した場合のみ譲渡制限を解除します。

４. 取締役(監査等委員である取締役を除く。)の報酬限度額は、2018年６月18日開催の
第32期定時株主総会において年額240百万円以内（ただし、使用人分給与は含まな
い。)と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役(監査等委員である
取締役を除く。)の員数は、4名です。また、上記年額報酬とは別枠で、2019年６月
24日開催の第33期定時株主総会において、取締役(監査等委員である取締役を除く。)
に対して、譲渡制限付株式報酬額として年額100百万円以内と決議いただいておりま
す。当該株主総会終結時点の取締役(監査等委員である取締役を除く。)の員数は、４
名です。

５. 取締役(監査等委員)の報酬限度額は、2018年６月18日開催の第32期定時株主総会に
おいて年額60百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役
(監査等委員)の員数は、３名です。

６. 上記の非金銭報酬等の総額は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名に対
する譲渡制限付株式報酬に係る費用計上額であります。
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区 分 氏 名 出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
（常勤監査等委員） 肥 塚  俊 成

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監
査等委員会24回のうち24回出席しました。社外取締役
に就任以降、金融機関における企業金融、リスク管理等
の幅広い業務経験やシンクタンク経営経験者としての豊
富な経験及び知見を生かし、当社の経営に対する実効性
の高い監督等に十分な役割・責務を果たしております。
取締役会や監査等委員会等において、経営戦略、財務、
リスク管理などに関する発言・提言を積極的に行いまし
た。

取締役
（監査等委員） 中 堤 康 之

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監
査等委員会24回のうち24回出席しました。社外取締役
に就任以降、会社経営や国際業務に関する豊富な経験及
び知見を生かし、当社の経営に対する実効性の高い監督
等に十分な役割・責務を果たしております。取締役会や
監査等委員会において、経営戦略など経営全般にわたり
発言・提言を積極的に行いました。

取締役
（監査等委員） 大石 美奈子

当事業年度に開催された取締役会17回のうち17回、監
査等委員会24回のうち23回出席しました。社外取締役
に就任以降、日本消費生活アドバイザー・コンサルタン
ト・相談員協会での活動や公的機関における消費者視点
の政策企画立案及び３Ｒ推進等、様々な社会問題への取
り組みによる豊富な経験及び知見を生かし、当社の経営
に対する実効性の高い監督等に十分な役割・責務を果た
しております。取締役会や監査等委員会において、サス
テナビリティ、消費者志向経営などに関する発言・提言
を積極的に行いました。

⑤ 社外役員に関する事項
ア. 他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役（常勤監査等委員）肥塚俊成氏は、浜銀TT証券株式会社及び
浜銀ファイナンス株式会社の監査役であります。浜銀TT証券株式会社
と当社とは金融商品の取引関係があります。浜銀ファイナンス株式会
社と当社とはリース契約の取引関係があります。

・取締役（監査等委員）中堤康之氏は、福助株式会社社長補佐を兼務し
ております。なお、当社グループと兼職先との間に特別の関係はござ
いません。

・取締役（監査等委員）大石美奈子氏は、都立桐ヶ丘高等学校家庭科非
常勤講師、NPO法人サステナビリティ日本フォーラム理事、経済産業
省調達価格算定委員会委員、東京都廃棄物審議会委員、横浜市廃棄物
減量化・資源化等推進審議会委員、公益財団法人自動車リサイクル高
度化財団評議員、リデュースリユースリサイクル推進協議会監事、国
土交通省運輸審議会委員、一般財団法人自転車産業振興協会理事等を
兼務しております。なお、当社グループと兼職先との間に特別の関係
はございません。

イ. 当事業年度における主な活動状況
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支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 93百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 93百万円

⑵ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

（注）１. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額については、前事業年度に係る追加報酬が
３百万円含まれております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません
ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

３. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見
積りの算出根拠などの適切性について検証した結果、提示された報酬額について同意
の判断をいたしました。

４. 当社の重要な子会社のうち、海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会
計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）
の監査を受けております。

③ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の
内容を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会の会議
の目的とすることといたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定め

る項目に該当すると認められ、改善の見込みがないと判断した場合は、監
査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会
におきまして、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(注)本事業報告中の記載金額及び株数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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（2025年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売掛金及び契約資産
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具

土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
投 資 固 定 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

56,408
45,753
4,395
375

1,424
607
326

3,570
△47

15,083
6,161
3,055
889
323

1,044
254
593

2,107
681

1,425
6,814
686

4,683
801

1
816

△176　

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 18,964
支払手形及び買掛金 3,554
短 期 借 入 金 6,560
リ ー ス 債 務 964
未 払 金 2,793
未 払 法 人 税 等 602
未 払 費 用 2,365
賞 与 引 当 金 640
役 員 賞 与 引 当 金 20
販 売 促 進 引 当 金 9
そ の 他 1,451

固 定 負 債 25,392
長 期 借 入 金 21,000
リ ー ス 債 務 552
資 産 除 去 債 務 1,653
そ の 他 2,186

負 債 合 計 44,357
（純資産の部）
株 主 資 本 20,186
資 本 金 4,910
資 本 剰 余 金 15,633
利 益 剰 余 金 3,242
自 己 株 式 △3,600

その他の包括利益累計額 6,609
その他有価証券評価差額金 49
為替換算調整勘定 6,560

非支配株主持分 338

純 資 産 合 計 27,134

資 産 合 計 71,491 負 債 純 資 産 合 計 71,491

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（ 2024年 ４ 月１日から ）2025年 ３ 月31日まで
（単位：百万円）

科 目 金 額
売 上 高 88,713
売 上 原 価 38,475

売 上 総 利 益 50,237
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 45,668

営 業 利 益 4,568
営 業 外 収 益

受 取 利 息 741
有 価 証 券 利 息 195
設 備 賃 貸 収 入 148
助 成 金 収 入 58
雑 収 入 461 1,605

営 業 外 費 用
支 払 利 息 467
設 備 賃 貸 費 用 116
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 14
為 替 差 損 44
雑 損 失 285 928
経 常 利 益 5,246

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 51
減 損 損 失 713 764

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,481
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 983
法 人 税 等 調 整 額 △75 907
当 期 純 利 益 3,574
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 51

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,522

連 結 損 益 計 算 書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 山 野 辺 　 純 一
指定有限責任
社 員
業務執行社員

公認会計士 鈴 木 　 覚

2025年５月21日
ワタミ株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
　　　　東　京　事　務　所

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ワタミ株式会社の

2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、ワタミ株式会社及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準
拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算
書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の
責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する
ものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連
結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を
与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま
た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監
査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を
検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者
によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当
性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切で
あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重
要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事
項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し
た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。
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連結計算書類に係る会計監査報告

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連す
る注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計
算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の
財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算
書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する
指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に
対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると
合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを
適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第39期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び
結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事
項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と
連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等
を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。
②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

2025年５月21日

ワ タ ミ 株 式 会 社 　 監 査 等 委 員 会

常 勤 監 査 等 委 員 肥 塚 俊 成 ㊞

監 査 等 委 員 中 堤 康 之 ㊞

監 査 等 委 員 大 石 美 奈 子 ㊞
　

２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容
及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。
⑶ 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

（注）監査等委員肥塚俊成、中堤康之及び大石美奈子は、会社法第２条第15
号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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剰余金処分議案

株主総会参考書類
第１号議案 剰余金処分の件

当事業年度の剰余金の配当につきましては、安定的な利益配分を基本とし、配
当を行ってまいります。

当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案い
たしまして、次のとおりといたしたいと存じます。

A種優先株式に対する当事業年度の期末配当につきましては、定款及びA種優
先株式発行要領で定めた所定の計算に基づく金額を実施したいと存じます。

⑴　配当財産の種類
金銭といたします。

⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき                   金10円00銭
普通株式配当総額                       400,660,370円
当社Ａ種優先株式１株につき  金4,011,397円26銭
A種優先株式配当総額                  481,367,671円
配当総額の合計                           882,028,041円

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
2025年６月30日
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取締役３名選任議案

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）３名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員
（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会における検討の結果、候補者とし
て適任であると判断されております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役３名選任議案

候補者
番 号

氏 名
( 生  年  月  日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

１

渡 邉 美 樹
（わたなべ みき）

（1959年10月５日)

    1984年    4 月 (有)渡美商事設立　代表取締役
    1986年    5 月 ㈱ワタミ（現ワタミ㈱）設立

代表取締役社長
    2001年    3 月 特定非営利活動法人School Aid

Japan理事長（現 公益財団法人
School Aid Japan）（現任）

    2003年    3 月 学校法人郁文館理事長（現 学校
法人郁文館夢学園）（現任）

    2009年    6 月 当社代表取締役会長・CEO
    2010年    11月 特定非営利活動法人みんなの夢をか

なえる会理事長（現 公益財団法人み
んなの夢をかなえる会）（現任）

    2011年    2 月 当社取締役最高顧問
    2011年    5 月 当社取締役会長（非常勤）
    2011年    6 月 岩手県陸前高田市復興対策参与

（現任）
    2013年    6 月 公益財団法人Save Earth

Foundation理事長（現任）
    2013年    7 月 参議院議員
    2019年    9 月 当社代表取締役会長 兼 グループ

CEO
    2021年    3 月 復興庁「復興推進委員会」委員
    2021年    10月 当社代表取締役会長兼社長
    2024年    4 月 当社代表取締役会長兼社長CEO(現

任)

普通株式
－株

<候補者とした理由>
同氏は、当社の創業者として今日のワタミグループを築き上げてきました。長年にわた
り当社の経営を指揮し、外食・介護・宅食・農業・環境等の数多くの事業を手がけ、独
自の「6次産業モデル」を構築し、多くの成果を上げてまいりました。
また、参議院議員として国政に携わる他、経団連理事、政府教育再生会議委員、岩手県
陸前高田市参与、復興庁「復興推進委員会」委員等、要職を多数歴任しております。当
社は、豊富な知識・経験・実績を持つ同氏は、企業経営の諸問題に精通しており、取締
役会による経営の意思決定機能及び業務執行の監督機能を高めワタミグループの中長期
的な企業価値を向上させるために必要不可欠な人物であると判断し、取締役候補者とい
たしました。
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取締役３名選任議案

候補者
番 号

氏 名
( 生  年  月  日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

２

清 水 邦 晃
（しみず くにあき）

(1970年６月１日)

    1991年    9 月 当社入社
    1997年    8 月 当社東日本事業部部長
    2003年    8 月 当社執行役員兼ゴハン事業本部長
    2005年    9 月 ㈱アールの介護取締役
    2006年    4 月 ワタミの介護㈱代表取締役社長
    2009年    6 月 当社取締役兼ワタミの介護㈱代表

取締役社長
    2012年    11月 当社常務取締役兼ワタミの介護㈱

代表取締役社長
    2014年    10月 当社常務取締役兼ワタミフードサ

ービス㈱代表取締役社長
    2015年    3 月 当社代表取締役社長兼ワタミフー

ドシステムズ㈱代表取締役社長
    2015年    4 月 和民國際有限公司取締役（現任）
    2015年    6 月 ワタミエナジー㈱取締役
    2015年    12月 ＳＯＭＰＯケアネクスト㈱社外取

締役
    2015年    12月 当社代表取締役社長 兼 COO
    2021年    10月 当社代表取締役副社長兼人材開発

本部長
    2022年    4 月 当社代表取締役副社長
    2022年    9 月 ワタミエナジー㈱代表取締役
    2023年    4 月 当社取締役副社長
    2023年    12月 ㈲ワタミファーム代表取締役
    2024年    4 月 当社取締役副社長CHO（現任）

普通株式
29,635株

<候補者とした理由>
同氏は、外食事業子会社や介護事業子会社の代表取締役社長等を歴任し、当社の代表
取締役副社長として、ワタミグループ各事業の成長と業績向上に向けた取り組みを牽
引するなど豊富な経験と実績を有しております。現在は取締役副社長CHOとして、ワ
タミグループの経営理念や経営目標に合わせた人事戦略の策定・遂行を主管し、ワタ
ミグループ人権方針の策定、人材の教育・育成、採用プロセスの改善、労働環境の改
善、従業員のモチベーション向上等に大きく寄与しております。当社は同氏がワタミ
グループの企業理念に基づき、中長期的な企業価値の向上に貢献できる人物であると
判断し、取締役候補者といたしました。
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取締役３名選任議案

候補者
番 号

氏 名
( 生  年  月  日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

３

渡 邉 将 也
(わたなべ しょうや)

(1987年12月17日)

    2011年    4 月 Mirabaud（Asia）limited入社
    2012年    8 月 当社入社
    2016年    10月 サントリースピリッツ株式会社入

社
    2018年    5 月 マギル大学経営学修士（MBA）卒
    2018年    6 月 Beam Suntory Inc (シカゴ)
    2020年    1 月 当社執行役員海外事業本部長
    2020年    2 月 和民國際有限公司代表取締役（現

任）
    2020年    2 月 和民（中國）有限公司取締役（現

任）
    2020年    2 月 Watami China Food &

Beverage Co., Ltd.代表取締役
（現任）

    2020年    3 月 台灣和民餐飲股份有限公司取締役
（現任）

    2020年    6 月 当社取締役 兼 上席執行役員海外
外食事業本部長

    2021年    4 月 当社取締役CFO 兼 上席執行役員
海外事業本部長

    2022年    4 月 当社取締役CFO
    2024年    2 月 LEADER FOOD PTE.LTD.取締

役（現任）
    2024年    4 月 Watami US Corp代表取締役（現

任）
    2024年    7 月 当社取締役常務執行役員（現任）

普通株式
15,000株

<候補者とした理由>
同氏は、外資系金融機関においてヘッジファンド等の金融商品の分析を中心に従事し
た後、2012年に当社へ入社しました。経理、営業、店舗開発、経営企画と、横断的に
従事、2016年に、サントリースピリッツ株式会社においてスコッチウイスキーのブラ
ンドマネージャー、Beam Suntory Inc シカゴにてジムビームブランドチームに
2018年当時日本人で唯一従事することにより国際的な企業の経営感覚を培ってきまし
た。併行してマギル大学にて経営学修士を取得しております。2020年１月からは海外
事業本部長としてこれまでの知識経験を生かし、当社の海外戦略構築及び展開に大き
く寄与し、2020年６月には取締役に選任され2021年４月からは取締役CFOとして会
社の、経営企画業務、経理財務業務、IT戦略業務を管掌いたしました。拡大する海外
事業の強化のため、現在は海外事業全体を管掌する取締役として職務を全うしており
ます。企業経営に関する資質と能力を十分に保持しており、さらにワタミグループの
新しい企業戦略に必要な人物と判断し、取締役候補者といたしました。
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取締役３名選任議案

（注）１. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結しており、2025年10月に更新予定です。現任取締役である各候補者は当
該保険契約の被保険者となっており、また、各候補者が当社取締役に再任された場合
には、引き続き、当該保険契約の被保険者となります。当該保険契約は、被保険者が
会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して、保険期間
中に損害賠償を提起された場合において、被保険者が損害賠償金・争訟費用を負担す
ることによって被る損害を、填補するものです。
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監査等委員である取締役1名選任議案

第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
　監査等委員である取締役の中堤康之氏は、本総会終結の時をもって一身上の都
合により辞任いたしますので、その補欠として監査等委員である取締役1名の選
任をお願いするものであります。補欠として選任する監査等委員である取締役の
任期は、当社定款の定めにより、退任した監査等委員である取締役の任期の満了
する時までとなります。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 39 －



2025/05/28 16:30:36 / 25236047_ワタミ株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査等委員である取締役1名選任議案

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有す る
当 社 の
株 式の 数

※

伊 東 利 哉
（いとう としや）

(1959年4月13日)

    1985年    12月 東京工業大学 工学部 助手
    1990年    3 月 東京工業大学 総合理工学研究科 講師
    1992年    4 月 東京工業大学 総合理工学研究科 助教授
    1994年    6 月 オーストラリア科学技術研究助成 審査委員
    1994年    11月 サウジアラビア リアド電子技術員 実施協議

調査団
    2000年    5 月 情報処理振興事業協会 暗号技術のスクリー

ニング 評価員
    2001年    4 月 東京工業大学 学術国際情報センター 教授
    2006年    2 月 横浜市立科学技術高等学校（仮称） 技術顧

問
    2007年    4 月 東京工業大学 技術部情報基盤支援センター

長
    2009年    4 月 横浜市立横浜サイエンスフロンティア高等

学校 技術顧問
    2010年    4 月 東京工業大学 技術部長
    2016年    4 月 東京工業大学 情報理工学院 教授
    2019年    4 月 東京工業大学 学術国際情報センター長
    2019年    4 月 東京工業大学 情報基盤担当副学長
    2021年    7 月 国立大学法人情報系センター協議会 会長
    2024年    10月 東京科学大学 情報理工学院 教授
    2025年    4 月 東京科学大学 名誉教授（現任）
    2025年    4 月 東京科学大学 戦略本部 特命教授（現任）
    2025年    6 月 学校法人郁文館夢学園 学園評議員（就任予

定）

普通株式
20,000株

<候補者とした理由>
同氏は、東京工業大学（現 東京科学大学）において、情報理工学院教授、戦略本部特命教授
としてIT分野の研究やDX推進に従事され、また副学長（情報基盤担当）、最高情報セキュ
リティ責任者（CISO）及び学術国際情報センター（現 情報基盤センター）などを歴任され
た他、国立大学法人情報系センター協議会会長などの活動を通じて、ITインフラ・データ基
盤構築と情報セキュリティ及びコンプライアンスに関する豊富な知見を有しておられること
から、会社の経営に関与した経験はございませんが、当社の経営の健全性確保に貢献される
ことを期待し、同氏を監査等委員である取締役候補者といたしました。

（注）１．※印は、新任の候補者であります。
２．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．伊東利哉氏は、監査等委員である社外取締役候補者であります。
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監査等委員である取締役1名選任議案

４．伊東利哉氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第１項の
規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定で
あります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に
定める最低責任限度額といたします。

５．伊東利哉氏の在任期間は中堤康之氏の任期を引き継ぐこととなります。
６．伊東利哉氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏

の選任が承認された場合には、独立役員とする予定であります。なお、同氏は、代表
取締役会長兼社長CEO 渡邉美樹が理事長を務める学校法人郁文館夢学園の学園評議
員でありますが、学校法人郁文館と当社との間には、特別の利害関係はないため、同
氏の独立性に影響を与えるものではないと判断しております。

７．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と
の間で締結しており、2025年10月に更新予定です。本議案の承認可決を条件とし
て、候補者は当該保険契約の被保険者に含められることになります。当該保険契約
は、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む）に起因し
て、保険期間中に損害賠償を提起された場合において、被保険者が損害賠償金・争訟
費用を負担することによって被る損害を、填補するものです。
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（ご参考）本総会終了後における取締役のスキルマトリックス

当社における地位
氏名

企 業
経 営

グロー
バルビ
ジネス

事 業
マネジ
メント
(注２)

財務、
会 計

人事、
労務、
人 材
開 発

I T 、
D X

リスク
・

コンプ
ライア
ン ス
管 理

サステ
ナビリ
ティ、
E S G

代表取締役会長
兼社長CEO
渡邉　美樹

● ● ● ● ● ●

取締役副社長
CHO
清水　邦晃

● ● ● ● ●

取締役
常務執行役員
渡邉　将也

● ● ● ● ●

社外取締役
常勤監査等委員
肥塚　俊成

● ● ● ●

独立社外取締役
監査等委員
大石　美奈子

● ●

独立社外取締役
監査等委員
伊東　利哉

● ●

（ご参考）本総会終了後における取締役のスキル・マトリックス（予定）
本招集ご通知記載の候補者を原案どおりにご選任いただいた場合に当社が各取 
締役に期待する主な知見や経験は以下のとおりです。

（注）１．このスキル・マトリックスは、全ての知見や経験を表すものではありません。
２．事業マネジメントは、｢①(営業、マーケティング)、②(調達、物流管理)、③(製造、品質管

理)」の３項目により構成され、該当する箇所は、下記のとおりとなります。
代表取締役会長兼社長CEO渡邉美樹氏は、｢①(営業、マーケティング)、②(調達、物流管
理)、③(製造、品質管理)｣に該当。
取締役副社長CHO清水邦晃氏は、｢①(営業、マーケティング)｣に該当。
取締役常務執行役員渡邉将也氏は、｢①(営業、マーケティング)｣に該当。

以上
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地図

＜交通＞◆みなとみらい線（東急東横線・副都心線直通）「みなとみらい駅」より徒歩５分
　　　　　みなとみらい駅からは「２番出口」を出て「けいゆう病院」方面へお進みください。
　　　　　※駐車場・駐輪場はご用意しておりませんので、お車・自転車でのご来場は

　ご遠慮願います。

＜受付＞◆受付開始時間は午前９時15分を予定しています。
◆株主総会の開催時間前後には、ワタミファームの有機野菜などの販売やブースの出展
を予定しております。また、ご来場いただいた株主様には、心ばかりではあります
が、お土産などのご提供を予定しております。
詳細につきましては、同封いたしました「第39期定時株主総会開催のお知らせ」

　をご覧ください。一人でも多くの株主様のご来場を心からお待ちしております。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

第39期定時株主総会　会場ご案内図

パシフィコ横浜ノース
１階　多目的ホール

神奈川県横浜市西区みなとみらい一丁目１番２号

2番出口

けいゆう病院

至馬車道駅

国際大通

パシフィコ横浜

ヨコハマ グランド
インターコンチネンタルホテル

国際橋

至
新
高
島
駅

みなとみらい線

株主総会　会場
「パシフィコ横浜ノース」

みなとみらい駅


